
Ⅱ 業務日誌（１月～６月）

■ 概 況

今期は、鉄道関係の答申が２件（４事

案）、航空関係の答申が１件（１事案）で

あった。

１．運賃関係事案

○ 鉄・軌道事業

今期は、まず、前期12月14日に諮問され

（同日付けで公聴会開催決定）、同月22日

審議を行った東武鉄道㈱、小田急電鉄㈱及

び東京急行電鉄㈱からの鉄道及び軌道の旅

客運賃の上限変更認可申請事案について、

１月６日、13日、18日、20日審議を行い、

同月25日には共用大会議室において運輸審

議会主宰による公聴会（ ）を開写真１～２

催し、同月27日運輸審議会審議室において

運輸審議会主宰による参考人意見聴取を実

施し、２月１日、３日、８日、10日更なる

審議の上、同月15日申請どおり認可するこ

とが適当である旨答申した。

また、２月17日に諮問された首都圏新都

市鉄道㈱からの鉄道の旅客運賃の上限設定

認可申請事案について、３月10日、22日、

24日、29日、31日審議を行い、４月５日運

輸審議会審議室において運輸審議会主宰に

よる申請者及び参考人意見聴取を実施し、

さらに、同月７日運輸審議会審議室におい

て運輸審議会主宰による参考人意見聴取を

実施し、同月12日、14日更なる審議の上、

同月19日申請どおり認可することが適当で

ある旨答申した。

２．免許等関係事案

○ 港湾

今期は、静岡県の清水港に係る港湾区域

の変更認可申請事案について、３月15日、

17日に説明を聴取し、同月22日軽微な事案

として認定した。

○ 定期航空運送事業

今期は、前期12月２日に諮問され、同月

21日に審議を行ったスカイマークエアライ

ンズ㈱の関西国際空港に係る混雑飛行場運

航許可申請事案について、１月６日許可す

ることが適当である旨答申した。

３．その他事案

○ 現地調査

１月11日には、東武鉄道㈱ほか２事業者

からの鉄道及び軌道の旅客運賃の上限変更

認可申請事案の諮問に伴い、東急線、東武

線について、２月24日及び６月21日には、

首都圏新都市鉄道㈱からの鉄道の旅客運賃

の上限設定認可申請事案の諮問に伴い、つ

くばエクスプレス線（ ）につい写真３～４

て、６月７日には、交通安全環境研究所、

写電子航法研究所、海上技術安全研究所（

）について、６月28日には、都電荒川真５

線（ ）について現地調査を行った。写真６

○ 説明聴取事案

別表のとおりである。



写真１

公聴会に臨む委員

写真２

公聴会会場の模様

写真３

総合基地にて説明を受ける委員

写真４

流山おおたかの森駅建設工事現場

写真５

交通安全環境研究所にて説明を受ける委員

写真６

荒川車庫にて説明を受ける委員



　　別　表

平成17年2月22日
港湾の活性化のための港湾法等の一部を改正する法律案につい
て

海 事 局

平成17年3月1日 都市鉄道等利便増進法案について 鉄 道 局

平成17年3月3日 沖縄本島地区におけるタクシー事業の概況等について 自 動 車 交 通 局

平成17年3月8日 国土交通月例経済（平成１６年１１月～平成１７年２月）について 総 合 政 策 局

運輸審議会審理官の事務分掌について

　次のとおり決定した（主審のみ記載）

　　 宇佐美審理官　鉄道・軌道、港湾

　　 鈴木審理官　　 海運、港湾運送、航空、自動車

平成１６年度国土交通白書について 総 合 政 策 局

平成17年4月26日
個人タクシーの現状と課題及び行政不服審査法に係るタクシー関
係軽々事案概要について

自 動 車 交 通 局

運輸審議会審理官の事務分掌について

　次のとおり決定した（主審のみ記載）

　　 宇佐美審理官　鉄道・軌道、港湾

　　 塩川審理官　　 海運、港湾運送、航空、自動車

平成１７年度港湾局関係予算概要について 港 湾 局

平成17年5月12日 平成１７年度航空局関係予算概要について 航 空 局

平成17年5月17日 平成１７年度自動車交通局関係予算概要について 自 動 車 交 通 局

平成17年5月19日 国土交通月例経済（平成１７年３・４月）について 総 合 政 策 局

平成17年5月24日 流通業務総合化効率化促進法案について 総 合 政 策 局

平成17年5月26日 羽田再拡張実施方針について 航 空 局

平成17年5月31日 最近の物流政策の動きについて 政 策 統 括 官 付

平成17年6月2日 平成１７年度鉄道局関係予算概要について 鉄 道 局

平成17年6月9日 平成１７年度海事局関係予算概要について 海 事 局

平成17年6月14日 タクシー関係答申フォローアップ（沖縄） 自 動 車 交 通 局

運輸審議会審理官の事務分掌について

　次のとおり決定した（主審のみ記載）

　　 塩川審理官　　 鉄道・軌道、自動車、海運、港湾
　　　　　　　　　　　　 港湾運送、航空

平成１６年度首都圏白書について 国 土 計 画 局

平成17年6月23日 都市鉄道整備等の現状と今後の方向性について 鉄 道 局

平成17年6月30日 航空保安業務について 航 空 局

運輸審議会事務局

平成17年6月16日
運輸審議会事務局

日 付 事 案 名 等 説 明 部 局 等

平成17年4月21日
運輸審議会事務局

平成17年5月10日


